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陳  情  第  ７  号 令 ６．６．１８ 受 理 

（件 名） 

鹿児島市における再生可能エネルギー推進と環境学習の充実について 

 

 

 

 

    

     

（陳情の要旨） 

 ２０２４年４月にイタリアで開かれたＧ７（先進７か国）気候・エネルギー・環境相会合（Ｇ７

環境相会合）では、二酸化炭素の排出削減対策のない石炭火力発電を２０３５年までに段階的に廃

止することが合意され、Ｇ７の共同声明において初めて石炭火力の廃止年限が明記された。 

 日本の電源構成は、２０２２年度実績で７割以上を火力発電が占めており、このうち石炭火力は

約３割にも上る。九州管内においても九州電力の２０２２年度実績における２９％が石炭火力発電

となっており、我々市民の生活を支える電気が気候変動などのエネルギー問題に大きな影響を与え

ていることは間違いない。 

 そのような中、今後は市民一人一人の意識改革や次世代を担う子供たちの環境学習が重要になる

と考えることから、鹿児島市内の小中学校や公共施設等において気候変動やエネルギー問題に関す

る環境学習を充実するよう、下記事項について陳情する。 

 

 

記 

  

 １．現在計画中の八重山周辺で予定されている風力発電を推進の上、有効活用し、再生可能エネル

ギーの事例が目で見て分かるサイネージ等の設置、実際のデータ等を用いた授業やワークショッ

プの実施を通じて、市民一人一人のエネルギー問題への理解を深める取組を推進していただきた

い。 

 


